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歯科診療報酬について  

（在宅歯科医療の推進）   

第1 現状と課題  

1要介護者等の在宅療養患者は、全身的な基礎疾患を有しており、また、生   

活の質にも影響を及ぼす歯科疾患の重症化等を生じやすく、う蝕や歯周疾患、   

歯の欠損に対する治療や口腔機能管理を安全かつ適切に行うことが求めら   

れている。（参考資料1～3貢）  

2 例えば、要介護高齢者に対する口腔清掃や口腔衛生指導等により、誤蟻性   

肺炎の発症が約40％減少するとの報告や、訪問歯科診療を受けていない要介   

護高齢者は、受診者に比べて、義歯を継続している者の割合が大きく低下す  

るなどの報告がなされている。（参考資料4頁）  

3 こうした、要介護高齢者の約74％でう蝕治療や有床義歯等何らかの歯科治   

療が必要であるにもかかわらず、実際に歯科治療を受診した者は約27％にす   

ぎず、また、在宅歯科医療を実施している歯科医療機関の割合は、歯科医療   

機関全体の2割程度となっている。さらに、地域における在宅歯科診療を後   

方支援する機能を担うべき病院歯科の施設数も減少している。（参考資料  

5～7貢）  

4 このような歯科医療機関側の状況を詳しくみると、「必要な設備・機材の   

整備や人員確保に係る負担が大きい」、「時間的負担が大きい」、「患者のニー   

ズが十分把握することができていない」、「診療報酬体系が複雑」、「十分な歯   

科治療や全身管理が適切に行えるか不安」等が挙げられている。他方、患者   

やその家族からみた場合、在宅歯科医療に対する満足度は高いものの、在宅   

歯科医療を実施する機関等に関する情報入手先がいわゆる口コミによると   

ころが大きいなど、十分な情報提供がなされていない等の課題がある。（参   

考資料8、9頁）  

歯科診療報酬について  

・在宅歯科医療の推進  

・障害者歯科医療の充実  

・患者の視点に立った歯科医療  

・生活の質に配慮した歯科医療の充実  

1歯科固有の技術の評価  

第2 現行の診療報酬上の評価  

在宅歯科医療の推進を図るため、在宅歯科医療を歯科医療面から支援する   

「在宅療養支援歯科診療所」の機能の評価（在宅療養支援歯科診療所の創設）   

や、在宅療養を担う歯科医師や医師等による情報共有等の促進の評価の新設、   

病院歯科の機能評価を適切に行う観点からの地域歯科診療支援病院の施設基  
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3 地域歯科診療支援病院の施設基準の見直し  準の見直し、及び在宅歯科診療を担う歯科診療所の後方支援機能としての病  

院の入院歯科医療の評価の新設（地域歯科診療支援病院入院加算）等を行っ  

たところである。  

改定前   平成20年度診療報酬改定後   

（1）歯科医師が常勤3名以上配置   （1）常勤の歯科医師が主星払圭配置   

（2）看護師及び准看護師（以下「看護職員」  （2）看護師及び准看護師（以下「看護職員」   

という。）が2名以上配置   という。）が2名以上配置   

（3）歯科衛生士が1名以上配置   （3）歯科衛生士が1名以上配置   

（4）次の各号のいずれかに該当すること。  （4）次の各号のいずれかに該当すること。   

イ 歯科医療を担当する病院である保険医  イ 歯科医療を担当する病院である保険医   

療機関における当該歯科医療についての   療機関における当該歯科医療についての   

紹介率が100分の30以上   紹介率が100分の30以上   

ロ 歯科医療を担当する病院である保険医  口 歯科医療を担当する病院である保険医   

療機関における当該歯科医療についての   療機関における当該歯科医療についての   

紹介率が100分の20以上であって、別に   紹介率が100分の20以上であっで、別に   

掲げる手術の1年間の実施件数の総数が   掲げる手術の1年間の実施件数の総数が   

30件以上   30件以上   

（5）当該地域において、歯科医療を担当する  （5）当該地域におしヽて、歯科医療を担当する   

別の保険医療機関との連携体制が確保され  別の保険医療機関との連携体制が確保され   

ていること   ていること   

1在宅療養支援歯科診療所の創設  

後期高齢者の在宅又は社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支援する歯科診   

療所を「在宅療養支援歯科診療所」と位置付け、その機能を評価。  

［施設基準］  

① 所定の研修を受講した常勤の歯科医師が1名以上配置されていること  

② 歯科衛生士が1名以上配置されていること  

③ 必要に応じて、患者又は家族、在宅医療を担う医師、介護・福祉関係者等に情報提供  

できる体制を整えていること  

④ 在宅歯科診療に係る後方支援の機能を有する別の保険医療機関との連携体制が確保  

されていること  

〈施設基準の届出状況〉  （平成20年7月1日現在）  

届出施設数   

在宅療養支援歯科診療所   3．039   

（参考）   

歯科医療機関数   68，693  
（施設基準の届出状況）  （各年7月＝］現在）  

平成18年  平成19年  平成20年   

地域歯科診療支援病院歯科初診料   176   152   224   

（参考）  

歯科を有する病院数   1，222（平成17年10月1日現在）   
2 退院時共同指導料の新設  

院時共同指導料1   

1 在宅療養支援歯科診療所の場合  600点  

2 1以外の場合  300点  

退院後の在宅医療を担う保険医療機関と連携する歯科診療所の歯科医師又は歯科   

衛生士が参加して行う共同指導を評価。  

②退院時共同指導料2  300点  

入院中の保険医療機関の保険医である歯科医師、看護師、歯科衛生士等が、入院   

中の患者に対して、患者の同意を得て、退院後の在宅での療養上必要な説明及び指   

導を、在宅療養を担う保険医療機関の医師、看護師等と共同して行うことを評価。  

300点＠）  4 地域歯科診療支援病院入院加算  

［算定要件］  

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長  

に届け出た病院である保険医療機関において、別の保険医療機関で歯科訪問診療を実施  

している患者に対して、当該保険医療機関から文書により診療情報の提供を受け、求め  

に応じて入院させた場合に、入院基本料について入院初日に限り所定点数に加算。   

（施設基準の届出状況）  （平成20年7月＝］現在）  

届出施設数   

地域歯科診療支援病院入院加算   86   

（参考）   

歯科を有する病院数  1，222（平成17年10月1日現在）  



2 在宅歯科医療が必要な患者は、   

（D全身的な基礎疾患を有すること、   

②生活機能・運動機能の低下等による岨囁機能の低下や全身管理が必要な  

場合があること、   

③う蝕や歯周疾患等の歯科嘩患が重症化しやすい特性があること   

を踏まえ、よりきめ細かな歯科疾患の管理を行う上での診療報酬上の評価を   

どのように考えるか。  

3 在宅における歯科治療が困難な患者を受け入れている病院歯科等の機能に   

ついて、診療報酬上の評価をどのように考えるか。  

4 地域における在宅歯科医療に係る十分な情報提供の推進や、医科医療機関   

や介護関係者等との連携促進を図るためには、どのような診療報酬上の方策   

が考えられるか。   

（参考）歯科訪問診療料  

CO80歯科言方問診療料1（1日につき）830点  

在宅等において療養を行っている通院困難な患者1人に対し、次のいずれかに該当   

する歯科訪問診療を行った場合に算定する。  

イ 患者の求めに応じた場合（患者1人に限る。）  

ロ 歯科訪問診療に基づき継続的な歯科診療の必妻が認められた患者であって、患  

者の同意を得た場合（患者1人に限る。）   

同一の在宅において療養を行っている通院困難な2人以上の患者を診療した  

合は  

1人目の患者   ：歯科訪問診療料1   

2人目以降の患者：初診料又は再診料  

歯科言方問診療料2（1日につき）380点   

社会福祉施設等において療養を行っている複数の患者に対し、次のいずれかに該当  

する歯科訪問診療を行った場合に算定する。   

イ 患者の求めに応じた場合   

口 歯科訪問診療に基づき継続的な歯科診療の必要が認められた患者であって、患  

者の同意を得た場合  

※ 同一の社会福祉施設等で療養を行っている通院困難な複数の患者に対し、歯科訪   

問診療を行った場合  

1人目の患者  ：歯科訪問診療料2  

2人目以降の患者  

（診療時間が30分を超える場合） ：歯科訪問診療料2  

（診療時間が30分を超えない場合）：初診料又は再診料  

第3 論点  

在宅歯科医療をより一層推進する観点から、 

どうか。  

1現在の歯科訪問診療の評価体系について、歯科訪問診療の実情も踏まえ、  

より分かりやすい体系とするためには、どのような診療報酬上の方策が考え  

られるか。  
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歯科診療報酬について  

（障害者歯科医療の充実）   

第1 現状と課題  

1障害者歯科医療については、歯科診療所においても実施されているほか、  

患者の病状等により歯科診療所において治療が困難な場合は、口腔保健セン  

ターやより高次の歯科医療を担う病院歯科■歯科大学等が重要な役割を果た  

している。  

2 障害者の歯や口の健康状態は着実に改善してきているが、一般住民を対象   

とした歯科疾患実態調査と比べると、う蝕の処置率、歯を喪失した者の割合   

は依然として高い状況にある。歯周疾患については、障害者の有病率は低下  

してきているものの、重度の歯周疾患に罷患している者の割合が増加してい  

ることが課題となっている。（参考資料11、12頁）  

3 障害者歯科医療においては、患者の病態等により歯科治療の範囲が限定さ   

れることがあり、全身管理等の専門的な歯科治療が必要となる場合もあるこ   

とから、多様な病態に応じた歯科医療サービスの提供や病院歯科等との連携   

の促進が重要となっている。（参考資料13、14頁）  

初診時歯科診療導入   250点   歯科診療の開始にあたり、患者が歯科治   

加算  療の環境に円滑に適応できるための方法  

として系統的脱感作法等の専門的技法を  

用いた場合に初診料に加算するもの。   

特掲診療料   

障害者加算   所定点数の100分の  15歳未満の乳幼児又は著しく歯科診療  

50に相当する点数  が困難な障害者に対して処置等を行った  

場合に加算するもの（全身麻酔下で行った  

場合を除く。）。   

第3 論点   

1障害者のう蝕や歯周疾患等が一般の患者に比べて重症化しやすいことから、   

障害者に対するよりきめ細かな口腔衛生指導等を行うことについて、診療報  

酬上の評価をどのように考えるか。  

2 歯科治療が困難な障害者を受け入れている病院歯科等の機能について診療  

報酬上の評価をどのように考えるか。   

第2 現行の診療報酬上の評価  

障害者歯科については、これまでも、著しく歯科治療が困難な障害者に対  

して初診や処置等を行った場合の加算として評価している。  

算定項目   点数（点）   内容   

基本診療料（初診料）   

障害者加算   175点   脳性麻痩等で身体の不随意運動や束弓長  

が強く体幹の安定が得られない状態、知的  

発達障害により開口保持ができない状態  

や治療目的が理解できず治療に協力が得  

られない状態等の著しく歯科治療が困難  

な障害者に対して初診を行った場合に初  

診斜に加算するもの。  



歯科診療報酬について  

（患者の視点に立った歯科医療）   

第1 現状と課題  

1歯科診療における文書による患者への情報提供については、平成20年度  

歯科診療報酬改定において、  

・情報提供を行うことで、患者の療養の質の向上が図られることが期待で  

きる項目、  

■患者の歯科疾患に関する理解を深め、納得できる歯科医療を進めること  

が期待できる項目、  

を中心に情報提供の在り方の見直しを行ったところ。  

2 例えば、歯科疾患管理料については、  
・歯やロの状態、  

・検査結果の概要、  

■歯や口の病気と関連のある患者の生活習慣と改善目標、  

・治療方針、  

等について、治療の開始時期や口腔内の状況に変化があった時期に情報提供  

することとなっている。（参考資料15責）  

3 この歯科疾患管理料に係る情報提供文書については、患者の歯科治療に対  

する安心感や満足感の増加や、歯や口の病気や治療内容に対する関心の高ま  

り、家庭での歯磨きや歯の手入れ方法などの理解促進等の効果が認められて  

いる。  

その一方で、患者は、歯－ロの状態と全身の健康との関わり等、・よりきめ   

細かな情報提供を求めており、また、歯科疾患管理料の一部や義歯管理料に   

係る文書による情報提供内容が分かりやすいと考える患者の割合が低い状況   

にあることから、患者への情報提供については、より分かりやすく、かつ的   

確に行うことが求められている。（参考資料16、17頁）  

4 また、歯科診療報酬においては、患者からみて難解な用語が使用されてい   

ることや、「歯根分割及び分岐部病変の掻爬」に係る費用の算定に当たって   

抜歯（臼歯）の点数を準用してきた例のように、臨床実態と算定項目の名称   

が必ずしも一致していない項目が存在しており、これらが歯科診療報酬体系  

を分かりにくくさせているのではないかとの指摘もある（参考資料18頁）。  

第2 現行の診療報酬上の評価等  

1 歯科疾患管理及び義歯管理料  

歯科疾患の指導管理については、従来のう蝕（むし歯）や歯周病といった  

疾患別の評価を見直し、口腔を一単位とした評価（歯科疾患管理料）に統合  

し、口腔内の状態、検査結果の概要、治療方針等を記載した管理計画書によ  

り患者に情報提供した場合の評価を新設した。  

また、有床義歯の指導等については、口腔内への調和や口腔機能の回復・  

維持を主眼とした長期的管理の考え方を取り入れたものに見直し、患者等に  

対して有床義歯の取扱い、保存、清掃方法等について指導を行い、その内容  

を文書により提供した場合の評価（義歯管理料）を新設した。  

BOOO－4 歯科疾患管理料（月1回）   

1【司ヨ   130点  

（初診日から起算して1月以内に管理計画書を提供した場合）   

2匡旧以降110点  

（1回目の歯科疾患管理料を算定した翌月以降月1回に限り算定  

ただし、管理計画書の提供は2月に1回以上）  

※ 管理計画書への記載内容  

① 患者の基本情報（全身の状態、基礎疾患の有無、服薬状況等）  

② 口腔内の状態  

③ 検査結果の要点  

④ 歯やロの病気と関連のある患者の生活習慣と改善目標  

⑤ 治療方針  

BOOO」 義歯管理料  

・新製有床義歯管理料1∞点（1口腔につき、2回まで）  

（新製有床義歯の装着日から起算して1月以内に行った場合に算定する。）  

※ 義歯の取り扱い、清掃・保存方法等を記載した管理計画書を患者に提供  

した場合に1回目を算定する。  

・有床義歯管理料 70点（1口腔につき、月1回）  

（有床義歯の装着日から起算して1月を超え3月以内に行った場合に算定  

する。）  

・有床義歯長期管理料 餌点（1口腔につき、月1回）  

（新製有床義歯の装着日が属する月から起算して3月を超え1年以内に  

行った場合に算定する。）   



歯科診療報酬について  

（生活の質に配慮した歯科医療の充実）   

第1 現状と課題   

18020運動の推進等により、20本以上の歯を有する者の割合は着実に増加  

しているが、高齢化の進展等により高齢者の患者は増加しており、依然とし  

て、有床義歯は重要な歯科治療の一つである（参考資料18、19頁上段）。  

2 歯を喪失した患者については、一般にブリッジや有床義歯（入れ歯）等に  

より岨囁機能の回復・改善のための治療が行われるが、義歯は破損すること  

があり、破損の程度によっては、義歯を歯科医療機関に預け入れる必要があ  

る。この間、患者の多くが義歯のない状態での食事摂取や、柔らかい食事へ  

の食事内容の変更等の不都合を経験している状況にあり、迅速な義歯の修理  

を行うことは、患者の生活の質を維持する上で重要といえる。▼（参考資料  

20頁下段～22頁）  

3 また、小児義歯については、歯列莞準骨の成長への影筆算邑考慮し、後継  

永久歯が無く著しい言語障害及び岨囁障害を伴う先天性無歯症等一部の先  

天性疾患における小児義歯を除き、原則として認められていない。しかしな  

がら、他の先天性疾患により、小児義歯以外には岨囁機能の改善・回復が困  

難な場合があり、これら患者に対しても、小児義歯による岨囁機能等の改善▲  

回復が必要となっている。  

4 さらに、脳血管障害や口腔腫瘍等による食塊形成や口腔における食塊の送  

り込み機能等の低下は、患者の生活の質に影響するだけでなく、誤喋性肺炎  

等を引き起こす要因の一つであるとの知見がある。これらの患者に対しては、   

例えば、義歯（床）型の口腔内補助床を用いることにより、岨囁・食塊形成  

や臼歯部運動による食物のすりつぶし等が可能となる等、歯科医学的アプロ   

ーチにより岨囁機能等の低下を防ぎ、食事等の生活の質を維持・改善する上  

で有用であるとの報告がなされている（参考資料23貢）。   

第2 現行の診療報酬上の評価  

1有床義歯の修理に関する評価項目  

2 難解であるとの指摘がある歯科用語の例   

・歯髄覆量（しずいふくとう）  

〔 

断し歯髄の保護、健康歯髄の回復●維持を図 

〕  

・補綴（ほてつ）時診断料  

歯の欠損症例におけるブリッジや有床義歯の治療を行うに当たって、  

科技工物の名称、材料、設計、治療期間等の診断設計を行うこと）  

・補綴（ほてつ）物維持管理料  

う蝕に対する冠型の修復物や歯の欠損に対するブリッジを製作した場  

合に、装着後2年以内における維持管理を評価するもの  

等  

3 他の算定項目を準用している例  

歯根分岐部病変の歯根分割と分岐部病変（臼歯の抜歯を準用）   

歯周疾患を原因とせず髄床底の根管側枝を介する感染等を原因とする歯   

根分岐部の病変に対して、歯根分割を行い分岐部病変の掻爬を行って歯   

の保存を図った場合は、JOOO抜歯手術（臼歯）により算定する。  

第3 論点  
1 歯科疾患や義歯の管理に係る情報提供については、診療実態も踏まえつつ、  

算定要件をより明確にし、患者が望む情報提供の内容や図示・図説を盛り込  

む等、より分かりやすく、かつ的確に行われるよう、その評価の在り方を見  

直すことについてどのように考えるか。  

2 患者からみて難解な用語を思われる保険診療上の歯科用語や、臨床内容と   

算定項目の名称が必ずしも一致していないと思われる項目について、用語の   

見直しや算定項目として明示する等の見直しを行うことについてどのように  

考えるか。  

MO29 有床義歯修理（1床につき） 220点  

注1新たに製作した有床義歯を装着した日から起算して6月以内に当該有床義歯  

の修理を行った場合は、所定点数の100分の50に相当する点数により算定する。   
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歯科診療報酬について  

（歯科固有の技術の評価）   

第1 現状と課題  

1生涯を通じた8020運動の推進等により、子どものう蝕の減少や、8020達   

成者（80歳で20本以上の歯を残している者）の増加、無歯顎患者（歯が全   
くない患者）の減少等の成果が認められている。一方で、高齢者の歯が残存   
してきていることに伴い、う蝕や歯周疾患等の患者数が増加するといった課   
題が生じている（参考資料24責）。  

2 う蝕や歯周疾患等に対する歯科医療技術については、平成20年度歯科診   
療報酬改定において、医療技術の進展や歯科医療材料、医療機器の進歩等に   
対応するため、医療技術評価分科会及び先進医療専門家会議における検討も   
踏まえつつ、一部の医療技術の評価の在り方を見直したほか、歯科医療の適   

正化や診療報酬体系の簡素化を図る観点から、旧来型の技術の評価の見直し   
等を行ったところである。  

3 しかしながら、例えば、同年度の診療報酬改定において新設された歯周組   
織再生誘導手術については、1年経過後の課題として、「設備、機器、材料の   
整備に係る負担」や「技術の難度や所要時間が診療報酬に十分反映されてい   

ない」といった点が挙げられている（参考資料 25、26貢）。  

また、う蝕（むし歯）や歯周疾患を起因とする歯の欠損治療として重要な   
有床義歯治療については、義歯管理料において包括的に評価されている義歯   
の調整について、実際の臨床上必要な調整回数は平均3．4回となっており、   

「実際の義歯の調整回数等の診療実態に合った評価を行うこと」等が課題と   

して挙げられている（参考資料27頁）。  

4 また、口腔内写真検査等のように、歯や口腔内の状態や治療方針等に関す   
る患者の理解を深め、納得できる歯科医療を進める上で有効と考えられる技   
術や、歯科補綴物（被せ物やブリッジ）の維持管理のように、普及・定着し   
ている技術等については、診療報酬体系の簡素化を図りつつ、その特性に応   
じた評価の在り方について見直しを行うことが必要との指摘もある（参考資   

料28頁）。   

2 小児義歯の取扱い  

【小児義歯の適応症】   

後継永久歯が無く著しい言語障害及び岨囁障害を伴う先天性無歯症、象牙質形成不全  

症又はエナメル質形成不全症であって、脆弱な乳歯の早期崩壊又は後継永久歯の先天欠  

損を伴う場合、外胚葉性異形成症、低フォスファターゼ症、パピヨン＝ルフェブル症候  

群及び先天性好中球機能不全症の小児。  

3 口腔機能に関する評価項目  

COOト2 後期高齢者在宅療養口腔機能管理料（月1回）180点   

在宅療養支援歯科診療所による後期高齢者の歯科疾患及び口腔機能の管理を評価。   

［算定要件］  

1在宅療養支援歯科診療所に属する歯科医師が、在宅又は社会福祉施設等において療養   

を行っている通院困難な後期高齢者に対して歯科訪問診療を行った場合であって、患者   

の歯科疾患の状況及び口腔機能の評価の結果等を踏まえ、歯科疾患及び口腔機能の管理   

計画を作成し、当該患者又はその家族等に対して文書により提供した場合に算定する。  

2 歯科疾患管理料は別に算定できない。  

㈹01 摂食機能療法（1日につき）185点  

摂食機能障害を有する患者に対して、30分以上行った場合に限り、1月に4回を   

限度として算定する。ただし、治療開始日から起算して3月以内の患者については、   

1日につき算定できる。  

第3 論点  
1有床義歯の修理について、患者の岨囁機能の短期間での回復を図る等、食   

生活の質に配慮した歯科医療を充実する観点から、歯科技工士の技能を活用  

している歯科医療機関について診療報酬上の評価をどのように考えるか。  

2 先天性無歯症等一部の先天性疾患以外の疾患において、脆弱な乳歯の早期   

喪失や崩壊等により小児義歯以外には岨囁機能の改善・回復が困難な場合の   

小児義歯の診療報酬上の評価についてどのように考えるか。  

3 脳血管障害や口腔腫瘍等による岨囁機能障害等を有する患者に対する歯   

科医学的アプローチによる岨囁機能等の改善について診療報酬上の評価を  

どのように考えるか。  
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第2 現行の診療報酬上の評価  

1歯周疾患治療  
歯周基本治療において実施されるスケ「リング、スケーリングリレート  

プレーニング等については、1回目の歯周基本治療終了後においても必要  

に応じて適時行う必要があることから、歯周病に係る指針の見直しを踏ま  

え、これらの処置の2回目以降の評価を新たに行うとともに、スケーリン  

グ・ルートプレーニング及び歯周ポケット掻爬については、評価の引き下  

げを行った。また、歯周病について、安定した状態であって、継続的な治  
療が必要と判断された患者に対して、病状の安定を維持し、治癒させるこ  

とを目的とした歯周病安定期治療の評価の新設等を行った。  

J㈹3歯慮外科手術（1歯につき）  

5歯周組織再生誘導手術  

イ1次手術（吸収性膜又は非吸収性膜の固定を伴うもの） 6∽点  

ロ 2次手術（非吸収性膜の除去）  3∽点  

【施設基準】   

歯科又は歯科口腔外科の経験を5年以上有する歯科医師を1名以上配置していること  

【適応症】  

1歯周病に羅患し、病変を有する歯   

2 歯周病に羅患し、垂直性の骨欠損を有する歯  

改定前  

【歯周基本治療】  

1 スケーリング（3分の1顎につき）  

64点   

注 同時に3分の1顎を超えて行った場合   

は、3分の1顎を増すごとに、所定点数に   

42点を加算する   

2 スケーリング・ルートプレーニング  

（1歯につき）  

平成20年度診療報酬改定後  

【歯周基本治療】  

1 スケーリング（3分の1顎につき）  

塑＿貞  

注 同時に3分の1顎を超えて行った場合   

は、3分の1顎を増すごとに、所定点数に   

42点を加算する  

2 スケーリング・ルートプレーニング  

（参考）菌周組織再生誘導法   

しそうこつ  
歯周組織再生誘導法は、歯周疾患により歯槽骨が破壊、吸収し、買出した歯根の表  

面と歯槽骨の欠損部を吸収性又は非吸収性の膜（メンプレン）で被覆することで、歯  

根と歯根膜の再結合の阻害要因となっている歯肉細胞の侵入を防ぎ、歯根膜由来の細  

胞を歯根膜表面に優先的に誘導、付着させる歯周外科療法である。  

本法を用いることによって、困難と考えられていた歯根と歯根膜の再結合や歯槽骨  

等の再生が促進され、歯周疾患の病状の改善を図ることが可能となる。   

①歯根面のルートプレーニング、掻 ②GTR膜の準備・調整  ③GTR膜の装着・固定  

爬および滑面沢化  

ー （1歯につき）  

要  イ 前歯  堕＿畠   イ 前歯  

口 小臼歯  

ハ 大臼歯  

口 小臼歯  鑑．畠   

八 大臼歯  墜点  

3 歯周ポケット掻爬（盲嚢掻爬）（1歯につ   
き）   

イ 前歯  堕 ＿   

口 小臼歯  旦≧＿屋   

ハ 大臼歯  墜．虚  

もうのう 3 歯周ポケット掻爬（盲嚢掻爬）（1歯につ  

き）  

； イ 前歯  

】ロ 小臼歯  

】 ハ 大臼歯  

注1 同一部位に2回以上同一の歯周基本治童 注1同一部位に2回以上歯周基本治療を行  

った場合の2回目以降の費用は、所定点数宴  
は、を含む0）の30／100に相当  

療を行った場合における2回目以降の歯周  

基本治療の費用は、1回目の所定点数に含  

まれるものとする   
④ 歯肉弁の縫合誘導   

歯根膜細胞が選択的に  

誘導され、歯周組織が  

再生  
101ト2 歯周病安定期治療 （1口腔につき1回）  

1当該治療開始日から起算して1年以内に行った場合  ユ竣点  

2 当該治療開始日から起算して1年を越え2年以内に行った場合 ユ呈巨＿畠  

3 当該治療開始日から起算して2年を越え3年以内に行った場合100点  
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2 う蝕（むし歯）治療  4 口腔内写真検査に係る評価  

特に治療への動機付けが必要な歯周疾患患者に対して、歯周疾患の状態を   

患者に示した場合を評価している。  

眠氾1歯冠形成（1歯に？剋う  

注5 腐蝕歯無痛的藩洞形成加算 20点  

岨0ト2鏑蝕歯即時充填形噂占1歯につき）  

注1戯蝕歯無痛的嵩洞形成加算  20点  

［施設基準］   

1当該レーザー治療に係る専門の知識及び5年以上の経験を有する歯科医師が1名以  

上配置されていること   

2 腐蝕歯に対して、レーザー照射により高洞形成又は鮪蝕歯即時貰貰形成を行うにつ  
き、必要な機器を設置していること  

［算定要件］  

劇蝕歯に対して、レーザー照射により高洞形成又は飼蝕歯即時充填形成を行った場合   

に裔洞形成又は爾蝕歯即時充填形成に係る費用に加算する  

DOO3－2 口腔内写真検査（1枚につき）10点  

歯周組織検査を行った場合において、プラークコントロールの動機付けを目  

的として、歯周疾患の状態を患者に示した場合に、5枚を限度して算定する。  

第3 論点  
歯科医療技術については、医療技術評価分科会や先進医療専門家会議にお   

ける検討を踏まえつつ、併せて、以下の点を検討してはどうか。  

1歯周疾患やう蝕等に対する歯科固有の技術について、重要度、難易度、  

必要時間等に係る新たな知見等も参考としつつ、評価の見直しを行うこ  

とについてどのように考えるか。  

2 有床義歯の治療については、現行の義歯管理体系の定着を図っていく  

上で、義歯調整等の診療実態に合わせた診療報酬上の評価についてどの  

ように考えるか。  

3 口腔内写真検査等のように、歯科疾患に関する患者の理解促進に資す  

ると考えられる技術や、補綴物維持管理料等といった普及・定着してい  

ると考えられる技術等について、診療報酬体系の簡素化を図る観点から、  

その評価の在り方をどのように考えるか。  

4 これらの検討と併せて、医科歯科共通の医療技術のうち、医科診療報  

酬の検討と並行して検討するべき歯科医療技術の診療報酬上の評価につ  

いてどのように考えるか。  

かどう  
（参考）覇蝕歯無痛的高洞形成（レーザー応用による鯖蝕除去）  

レーザー照射によりレーザーを応用して鮪蝕の除去時の振動や音並びに痛みを少  

なくする技術。エアータービン等歯科用切削器具を用いることがなく、多くの場合、  

餌蝕除去時の痔痛の発現を抑制することが可能となる。   

3 有床義歯の調整に関する評価  

義歯の調整については、回数にかかわらず、義歯管理料において評価。  

（軒  
BOOO－4 義歯管理料（再掲）  

・新製有床義歯管理料100点（1口腔につき、2回まで）   

（新製有床義歯の装着日から起算して1月以内に行った場合に算定する。）   

※ 義歯の取り扱い、清掃・保存方法等を記載した管理計画書を患者に提供  

した場合に1回目を算定する。  

有床義歯管理料 70点（1口腔につき、月1回）   

（有床義歯の装着日から起算して1月を超え3月以内に行った場合に算定  

する。）  

有床義歯長期管理料  60点（1口腔につき、月1回）   

（新製有床義歯の装着日が属する月から起算して3月を超え1年以内に  

行った場合に算定する。）  

（∋   

．ふ！  



肪間歯科診療における1施設当たりの歯科疾患別の月平均患者数  

歯科診療幸艮酬について  

一在宅歯科医療の推進－  

（参考資料）  

※ 対象：有効回答のあった577施設（調査薬送付数無作為抽出した63ヱ施設）のうち、  

訪問歯科診療を実施していると回答のあった135施投  

（平成Zl年！麦医療課肌ぺ）  

坊間■科鯵★の実離  歯科疾患の高齢患者の全身疾患有病率  

肋間診療用ポータブルユニット  

高血圧   心疾患  胃腸障害 内分泌異常 呼吸器疾患 精神神経疾患腎・尿路疾患 肝・胆道疾患 血液疾患  その他  

（道側一 高齢期の口腔管理と展望．日本歯科医学会雑誌，2002）  

2   

必要人員を確保した上で、ソファーに移動しても  
らっての診療  内科主治医が立ち会っての訪問歯科診療  



肪間歯科診療lこおける1施設当たりの治療内容別の患者割合（％）  
普介話者に対する亨F■相勺［コ腔請寸青の効果  

〔2年間の肺＿先発症率）   歯内療法  
（歯の神経等の治療）  

n
 
 
5
 
 
U
 
 

l
 
 

帥
埋
発
行
率
 
 封帽引謙  専門貞b⊂】腔  

ゴ電∃付介J．】仔  

※ 対象：有効回答のあった577施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）のうち、  

訪問歯科診療を稟施していると回答のあった135施設  
抗爪Gy仙rI山上♭r止血【ぷ最J′上エー几劇甘捕且jγ丘7搬  

（平成21年度医療諜調べ）  
rl  

介護老人福祉施設における訪問歯科診療の効果  

（上顎）  （掴を使用している者の割合）   （下顎）  
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100  100   （N；119）  100  （N＝120）  

訪問歯科診療  妨間歯科診療  
非介入施駿  介入施設  

訪問歯科診療  訪問歯科鯵膚  
非介入施設  介入施設  

訪問歯科診療を行っていない施設では、義歯の使用を中止した者が多く、訪問  
歯科診療を行った施設では、義歯の使用を継続した者が多い。  

（菊谷武ら、特別憂経老人ホームにおける継続的な口腔機能管理の効果、日本歯科医師会雑隠2009）   



要介護者の口腔状態と歯科治療の必要性  歯科訪問診療料の算定件数  

●要介護者368名（男性：139名・女性＝229名平均年齢81．0±8．1）に対する調査  
●無歯顎者（歯が1本もない者）：39．1％平均現在歯数：7．1本  

● 日常生活自立度が低下するほど、現在歯数は減少傾向にある。  
●要介護度が高くなるほど、重度う蝕が多くなる傾向にある。  
●義歯装着者は全体の77．2％で、その内、調整あるいは修理が必要なものが   
20．1％、新しい義歯を作製する必要のあるものは38．0％  

●また、要介護度が高くなるほど、歯科治療の必要性も高くなる傾向であった。  ●歯科治鱒が必要」であ   
り、その内容としては、捕縛治療（義歯等の作製）、餌蝕治療、歯周治療の順であった  ●実際に嘩  

与  

歯科医療の必要性と実際の受診には、おおきな隔たりがある  

出典：情報ネットワークを活用した行政・ぬ科医痴機取柄院等の連携による要介粗肴口腔保  
鮎医療ケアシステムの開発に関する研究（平成14■15年庇厚生労働科学研究費補助金  
（長寿科学総合研究事業）．研究代表者・河野正司新潟大学教授）  

H19  H20   

（社会医療診療行為別納査；6月審査分）  

歯科訪問診療を実施している医療機関の割合の年次推移  歯科を有する病院数の推移  歯科医療tの歯科診療所・病院歯科別  
♯成割合  

在宅歯科医療を実施した歯科医療機関の割合は、約18％（H17医療施設調査）  

口歯科診療所  

▲病院歯科  

H7  日ll  H14  H17  

（医療施設調査）  （社会医療診療行為別調査：平成20年6月審査分）  

6  

12   

H14  H17  

（医療施設（静態・動態）調査・病院報告概況）  

10  



1回当たりの肪間歯科診療の息看散  訪問歯科診療における息者1人当たりの所要時間  
病院噛科の絵点数の  
診療行為別の内訳  

歯科医療機関全体の総点敢の  
診療行為別の内訳  

3．3  

1．0  

［巫亘亘］  

－ミ ご、■  
メささ  

＝ヰさ－こ㌔∴こ一丁′  
．す   

※ 有効回答のあった5丁7施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）のうち、訪問歯科  
診療を実施していると回答のあった135施設について集計  妄魂  （平成21年度医療諜調べ）  （社会医療診療行為別調査；平成20年6月審査分）  

病院墟科の総収入変動に関連したと考えられる  
平成20年度歯科鯵療報酬改雇項日（複数回筈）  

歯科大学病院の損益率  

在宅歯科医療に対する患者またはその家族の満足度  
瑚
2
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潮
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0
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0
 
0
0
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不満である  
基本診療料   

医学管理料  

検査  

画像診断   

注射一投薬  

処置  

手術  

その他  

H19．6  H21．6  0 10  20  30  40  50  60  
（％）   

（平成20年4月診療報酬改定による大学歯科口腔外科t  
病院歯科影響調査報告書：日本口腔外科学会）  

7  

14  

どちらかといえば満足である  

※ 有効回答のあった患者444名（調査票送付欺：無作為抽出した1．000名）のうち、本人  
または家族に訪問歯科診療の軽験があると回答した患者33名について集計  

8  

（平成ヱ1年度医療課調べ）  

（平成21年度医療経済実態調査）   

16   

一
1
」
∴
煎
 
 



在宅歯科医療推進の基盤整備  
（平成20年度～）  

肪間歯科診療に関する課題（歯科医療機関）  

必要な機材・設備に係る負担  

診療環境、患者の状態等により十分な治療や全  
身管理が行えるか不安  

訪問歯科診療のための人員確保に係る負担   

訪問歯科診療を行う時間的余裕がない   

訪問歯科診療の診療報酬体系が複雑  

患者の訪問歯科診療のニーズが十分把握できて  
いない  

診療報酬上の評価が低い   

他の医療機関や施設等との連携が十分でない   

患者本人や家族の協力が得にくい   

その他  

①在宅歯科医療を推進する歯科医師、歯科衛生士の養成講習会  
（歯の健康力推進歯科医師養成講習会）  

実施方法：日本歯科医師会委託  

開催地区：全国8地区で開催、1地区 約50人  

内  容：在宅歯科診療の注意点、医師等の医療福祉連携、介護施設で  

の実習等  

②在宅歯科医療機器に関する歯科医療機関への補助制度  

（在宅歯科診療設備整備事業）  

対 象：上記①の講習会を修了した歯科医師で、医療機関の開設者で  

ある者。  
補助内容：在宅歯科医療に必要な機器等に関する、初度設備整備事業  
補助割合：事業主1／3、都道府県1／3、国1／3  

0  10  20  30  40  50  
（％）  

※ 有効回答のあった577施設（調査票送付赦・射乍為抽出した632施設）のうち、訪問歯科診療の（平成2輝度医療課調べ）  
実施の有無lこ関わらず、訪問歯科診療の課題について回答のあった施設を集計  

訪問歯科診療に関する情報源 く患者）  

知り合いからの情報（口コミ）   

インターネット等   

医科の医療機関、介護支援事業者、施設等  
からの情報  

歯科医療機関からの情報   

県や市町村等からの情報   

歯科医師会からの情報   

その他   

無回答  

0    2    4    6    8   10  】2  14  】6   柑   2（】  

（名）  

※ 有効回答のあった患者444名（調査票送付赦：無作為抽出した1．000名）のうち、  
本人又は家族に訪問歯科診療の経験があると回答した患者33名について集計  

9  

（平成21年度医療課調べ）  

10  
20   

18  



せ科を受診した陣書寺の歯科病名  書科を受診した陣書着の歯科治療内容   

璽  

l  

その他   

智歯周囲炎  

唆傷  

義歯破折  

嚢歯不適  

乳歯晩期残存   

補綴物脱離  

歯の欠損  

歯髄炎  

根尖性歯周炎  

う蝕症  

辺縁性歯周炎  

歯科診療報酬について  

一障害者歯科医療の充実－  

（参考資料）  

0  100     ヱ00    100     400  

（のべ件吼工機あり〉  

0  100  之00     】〔の     400  

（のべ件礼王捜あり）  

（山本ら．王症心身使筈児・者医ぬ施設に併設された歯科診療室の歯科診瓜英鮎について．日本峠害者歯科学会塊誌′2006）  

23  

歯科を受診した辞書看の障害分類  辞書者の歯周疾患の王症虔の変化   陣書看のう触処t串  陣書者の一人平均喪失歯数  

（韮練兵計 計202名）  
ロ対象者群（N＝202）   

□厚労省歯科疾患実態調査  

□対象者群（H＝202）   

D博労省歯科疾患実態脚査  

l ロ健康   0  20  40  60  さ0  

（名）  

（岸ら，心身障害者の鏑蝕処置状況と地域医療環境の関連．  
日本障害者歯科学会雑誌′2001）  

24   

10一柑歳  20－29歳  30－39鼓  40－49歳  50歳以上  10－柑歳  20－29歳  30－3g綾  4ト4g麓  50歳以上  
≡ 沌石班   ・浅い朗ポケット  

」＿ヱ聖聖聖空一岬叩」－【＿＿」  
（石川ら・全市的に実施した梓害者施掴料祉削〉8年間の推移・12              乱本陣富者歯科学会維は 

，2008）  

（摩ら，心身障害名の歯科受療と地域歯科医療資温 日本障害者歯科学会雑誌．200り  

11  



陣書児者福祉施設の入・通所者に対する  
歯科治療時の行動爛整  

陣書看に対する治療内容別の対応可能な  
口腔保健センター等の施枚数  病院歯科における障害者加井の算定状況  

「‾‾1蒜蒜蒜妄妄言盲㌻‾【‾i高言左右こ右手蒜左右言て訂‾‾‾「  仏・】峰青首皿■■道件だ  ▼lリび件班にギ丁旬■連判盲＼りもl  ＿＋＿．＿【＿＿＿仁＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＋＿＿＿－－＿．．】＿．．W－．．．．－．．．＿－．．W．．＋＋＿．＿．J  〈％）  

7  

6  

5  

4  

3  

2  

1  

0  

H20  

（社会医療診療行為別調査）  

0  50   （％）100  

（山口ら、某中核市における障害児・者の歯科受診状況に関する調査′2000年） （口腔保健センター等業務内容報告書′平成19年2月）  

ヱ5  

口腔保健センター等の設置主体  病院歯科・口腔保健センター・歯科診療所の連携状況  

0
0
 
9
0
 
8
0
 
7
0
 
6
0
 
5
0
 
4
0
 
3
0
 
2
0
 
 

1
0
 
 

（口腔保鶴センター等309施設）  

66．】  

40．5  

■地方自治体   

■都道府県・郡市歯科医師会   

口地方自治休・歯科医師会共同   

ロその他   

ロ腔保健センターから  歯科診療所から口腔保健  
病院歯科への紹介体制  センターへの紹介体制  

（口腔保健センター等業務内容報告書．平成19年2月）  

26  
13  14   

28  



P●lT7′ヽ∧リIF11コiq‾Tl－pボ’－1■t肌】月こpてlヽ・○ヽ’U｛〃不ヽ門1Tl△≠Ⅶ拓lヲ弓Iq甘′  

【歯科医師に与える影響・効果】  （H＝520）  

患者への説明が行いやすくなった   

より計画的な医学管理が行えるようになった   

より円滑に診療が行えるようになった  
歯科診療報酬について  

一恵者の視点にたった歯科医療－  

（参考資料）  

患者との借頼関係が深まった  

歯科診療に対する患者の満足度が嵩まった   

歯科診療に対する患者の安心感が増した   

口腔内の状況や治療内容に対する患者の理解  
度が高まった   

患者がより椀種的に受診したり、セルフケアを行  
うようになった  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

日大いにあてはまる  ロややあてはまる  □どちらともいえない  

■あまりあてはまらない  ロ全くあてはまらない  叶無回答  

※有効回答のあった歯科医療機関577施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）のうち、   

さらに情報提供の効果について回答のあった施設を集計  （平成21年度医療課調べ）  
29  

31  

歯科疾患の管理に係る提供文書の例  ♯歯の管理に係る提供文書の例  
歯科疾患管理料に係る情報捷供による効果（患者回答）  （文ぷI羊jい肘広用）  

歯と口の治療管理⑳  

横   平成  年  月  日  

ブリッジ・冠の菅矧こついて  
牒  平たlこ 生 月 日  

歯科診療に対する満足度が高まった   

歯科診療に対する安心感が増した   

口腔内の状況や治療内容に対する理解度が高まっ  
た  

積極的に受診するようになった   

歯科医師や歯科衛生士との信頼関係が深まった  

l」ブリッジ・冠の椅理   

下田の詞他に持8しました．   

当院l註長く快調に倣えるはlこ、2年   
間の1FI姫川昭℃ってい許す．   

不具合が巧れ】Jお気得lしお申し出下   

凡し  

［〕詑桶の使用上の注甜こついて   

・↑尉、花壇が入りました．   

・的（よ必ず克ってください．   

・拭罠仰よ凍すして琴串のこ憾に  
ti：肖して下露い．   

・劇要に応じて、藁岩清浄利をおぜ！  

い下こい．   

・痛みがありましたら渕蔓し望‾すの  
で、ご妙見くださしヽ   
・粛職軌引－ニ㌫れずに．   

・杉i宍に充分こ注穏下どし㌧  

0歯・歯肉の状態・機宜鏑架   

・プラークや虜】石の付椚（／／／部分）   

・封印の抗品（発赤・出血▲裡n）   

・r！」の渦恍   

・軌同ポケット（4m以上）  
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○託i療予定   

〕むし晒（つめる 冠・桐の油紺）   

⊂〕払拘炎・嵐間柄の治純   
亡弟憫▲ブリッジ   
ロその他（  ）  

‘ ⊥■5ぷ㌣～デーヵ マ帝 「‾ 

家庭での歯みがきや手入れ方などの理解が深まった   

歯や口の病気・治療内容への関心が高まった   

歯やロの健康保持への気持ちが高まった  

歯や口の悩みを歯科医師・歯科衛生士に相談しやす  
くなった   

－
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亡弟′、ケ8  
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次のことに気をつけてください  
‾り黒煙  「出生慈訓門  
口銭J出き   コ国劇  

l＝的閻  

lコ用兵   

（由ブラシ・フロス・殉l昂ブラシ）  
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0％  20％  40％  60％  80％  100％  汀′‥n．曳  

車  
切大いにあてはまる  ロややあてはまる  □どちらともいえない  
■あまりあてはまらない   ロ全くあてはまらない  昏よくわからない  
ロ無回答  滴 蒜妄TⅦ  保険』   

医損胤Ⅶ名  
（犯当園l二l駐）  

所在地・講話蓄電  

l棚史者・担当鰹トl区  

※有効回答のあった患者叫4名（調査票送付数：無作為抽出した1′000名）のうち、  

（平成21年度医療課調べ）  さらに情報提供の効果について回答のあった患者を集計  こ†11勒断あり訂したら、  

いつでもお申し出ください  15  16   
32   



歯科医療機関から提供してほしい情報（患者）  難解であると考えられる歯科用語に関する日本歯科医学会からの提案  

（N＝44ヰ）  

現 行   提案内容   

歯冠修復及び欠損補綴（ほてつ）   歯冠修復及び欠損治療   

補綴（ほてつ）物維持管理料   クラウン・ブリッジ維持管理料   

捕縛（ほてつ）時診断料   ブリッジ・有床義歯診断料   

歯髄覆葺（ふくとう）   歯髄保護処置   

非侵襲性歯髄覆畢（ふくとう）（A－1PC〉   歯髄温存療法   

楔状（きつじょう）欠損（WSD）   歯質〈さび状欠損   

治療内容や治療方針  

歯や口の状態や検査結果  

治療に要する期間  

治療に要する費用  

治療効果  

効果的な歯みがきの方法   

自分自身の歯みがき後のみがき残しの状態  

歯や口の病気の予防や重症化しないために家庭での留  
意点  
歯の状態と全身との健康の関係  
歯や口の機能障害の有無  

歯の病気を予防するための飲料物や間食の注意点   

喫煙習慣による歯やロの病気への影響  

その他  

不明  

O  ZO  40  

※ 有効回答のあった患者444名（調査票送付欺こ無作為抽出した1．000名）について集計  

60  80  1ロ0  

（％）  

（平成21年度医療課調べ） 三∋  

歯科疾患管理及び♯歯管理に係る什報提供文書の  

内容の分かりやすさ（患者）  

20  40  60  80  

※ 有効回答のあった患者444名（調査票送付数＝湘乍為抽出した1′000名）のうち、   

さらに「情報提供文書の分かりやすき」について回答のあった患者を集計  

17  

（平成21年度医療課調べ）  

18   



年齢階級別平均喪失歯数と治療内容  

♯失歯■（本）  

歯科診療報酬について  

一生活の質に配慮した歯科医療の充実－  

（参考資料）  

（平成17年歯科疾患実態肌査）  

子9   

20歯以上の歯を有する者の割合の推移  

0
 
 
0
 
 

9
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40－44 45－49 50－54 55」－59（∋0－84 65－69 70－74 75－79 80－84 85一  

年齢階級  

（歯科疾患実態調査）  

19 

－
．
二
」
∵
J
－
 
 

38  



修理のために■歯を歯科医療機関に1日以上預けた場合の平均所要日数  
当日内に■歯の♯理ができなかった理由  

（歯科医療機関回答）  
暮歯♯理経鹸者のうち、入れ歯を1日以上、  
歯科医療機関に預けた経験のある点者の割合  （N＝306）  

（％）  

歯科技工至未設置  歯科技工重設置（歯科技工士未配坦）  歯科技工空設置（歯科技工士配忍）  

※1：有効回答のあった歯科医療捷関577施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）のうち  
さらに、1日以上、嚢歯を預かったことのある施設  

※2：薮歯預け入れ期間が7日未満の場合を集計  

n〉     0  

00
 ） 
1 

％ 

（U
  
  
  
  
  
  
  
O 
  
  
  
  
  
4 
 

（
U
 
 

（平成21年度医療課偶べ）  

（平成Zl年度医療課調べ）  

就業先別の歯科技工士の推移  歯科技工士を配置している歯科医療機朋の割合  

修理のために義歯を預けた期間における患者の食事の状況  

食事の内容を変更  

（歯科医療＊関数：66．732施設）  

ロ歯科技工室未設肩  

口歯科技工室設置（歯科技工士未配遜）  

■笹科技工室設壇（歯科技工士配置）  

入れ歯なしで食事  不自由ながら合わない古い  
入れ歯で食事   

平成12年 平成川年  平成16年  平成18年 平成20年  

（保健・衛生行政業務報告）  （平成2一年度医療課誠べ）  （平成17年医療施設調査）  

22   
44  」二  



珊頸部がん患者に対する暮歯（床）型の  
口腔内補助装置の効果  ※♯歯（床）型の口腔内補助装鷹   

′‾‾‾■‾一W●一日■‾…‾‾‘‾■’■‾■M’‘‾■●‾●■■●一“‾◆‾■‾■‾‾■‾‾■－‾‾‾■－‾‘‾岬■－■－▼……▲一－……・・－－－－－・・－…－I  

；口腔内の形態や空隙を考慮して、岨暗 室  
機能改善を補助する義歯（床） 

l  

（％）   

100  
（H＝132）  

歯科診療報酬について  

一歯科固有の技術の評価－  

（参考資料）  

抜歯（床）型口腔内 岨欄しやすさが改善 口腔内残留物の減／ト  
補助装置装着愚者  

（日本老年歯科医学会；症例調査）  
47  

45  

歯科疾患の推計患者数の推移  

46  23  24   



施設基準の届出医療機関数  歯周組織再生誘導手術に要する平均時仰及び難易度  

平均所要晴間  
（分）  （平成20年7月1日現在）  
35  

30  

25  

20  

15  

10  

5  

0  

1436  

歯生   

※ 対象：有効回答のあった歯科医療他聞577施設（調査票送付数：  

無作為抽出した63ヱ施設）のうち、歯周組織再生誘導手術  

に係る施設基準の届出施設  

【技術の穐易度】  
A．歯科医師の指導・監督下で歯科衛生士でも可能  

B．歯科医師であれば経でも可能  

C：中程度の診療技術を必要とする  
D．やや高度の診療技術を必要とする  
Eさらに高度の専門的トレーニングを要する高い技術を必要とする  

歯周組織再生誘導手術  
除去，  

（平成21年度医療課調べ）  

イ ムスクディ一明盃」及び平成21年度医療謀判べ）  （日本歯科医学会「歯科診環行為のタ   

歯周紬ヰ再生誘導手術及び無痛的う触歯儀洞形成加算に関する課題  
う触歯無痛的嵩洞形成加井に係る技術に要する平均時聞及び難易度  

（鋸  平均所要時間  
技術についての患者への周知不足  

（∩＝189）  考〉 （∩＝1696）   

適応症が限られている  

使用できる医療機器・材料の種類等が  
少ない  

技術の難度や所要時間が診療報酬に十  
分反映されていない  

設備・機器・材料整備に係る負担  

A  B  C  0  5  10 15  20  25  30  35  40  45  50  55  60  

（％）   

裔洞形成  

※ 対象：有効回答のあった歯科医療機関577施設（調査票送付致  
無作為抽出した632施設）のうち、う蝕歯無痛的窟洞形成  
加算に係る施設基準の届出施設  

【技術の旺易度】  
A：歯科医師の指導・監督下で歯科衛生士でも可能  

B歯科医師であれば経でも可能  
C沖積度の診療技術を必要とする  
D：やや高度の診療技術を必要とする  

上段：う蝕歯無痛的窺洞形成加算（36施設）  
下段：歯周組織再生誘導手術（52施設）   

※ 対象：有効回答のあった歯科医療機関577施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）のうち、  

どちらか一方のみの施設基準の届出施設  
25  

（平成21年度医療課調べ）  

さらに高度の寺門的トレーニノグを要する高い技術を必要とする  

（日本歯科医学会「歯科診療行為のタイムスタディー調査J及び医療課調べ）  

26   



新たに製作した有床義歯の点者1人当たりの調整回数  【補綴物維持管理料を選択する場合】  【補綴物維持管理料を選択しない場合】  

0．9  

0．0  

3．0  

，2  

l  l  

6．6  

10回以上   

9回以上10回未満   

8回以上9回未満   

7回以上8回未満  

6回以上7回未満  

5回以上6囲未満   

4回以上5回未満   

3回以上4固未満   

2回以上3回未満   

1匝以上2回未満   

0匡l以上1回未満  

注1：補綴物維持管理を選択している場合においては、再製作は原則として実線の範囲内で算定する。   

注2：補綴物維持管理を選択していない場合においては、すべて原則として実線の範囲内で算定する。   

注3ニ製作料等の技術料は、枯渇診療科として算定する一連の技術料である。  
（補綴時診断，補綴関連検査．歯冠形成．支台築造．印象採得．唆合採得，試適，リティナー．装着等）  

（出典）社会保険研究所発行「歯科用桔の解説」より引用  

0  5  10  15  20  25  30  35  

（l）  

医療拙関の割合   

※ 対象：有効回答のあった歯科医療機関577施設（調査票送付赦：  
無作為抽出した632施設）のうち、新製有床義歯の調整を  
行ったこのとのある施設   （平成21年度医療課研べ）  

1  
55   53  

補綴物維持管理料に係る届出状況  
♯歯の管理を行う上での診療報酬上の課甥（歯科医療機朋；複数回筈）  

【：：：コ届出歯科医療機関数  

｛ト全歯科医療機関に占める割合  
実際の義歯の訴整回数等診療実  
態に合っていない   

長期的な敦歯管理が定着してい  
ない   

義歯管理料の算定要件が複雑  

義歯管理の方法や重要性が患者  
に十分周知されていない  

義歯の診療報酬休系の定着  

その他  

0  5  10   15    20    25    30    35    40  平成18年  平成19年  平成20年  

（l）  

※ 対象：有効回答のあった歯科医横機関577施設（調査票送付数：無作為抽出した632施設）  
のうち、義歯の管理の課題について回答のあった施設  

27  

（医療蛛調べ）  
（平成21年度医療課調べ）  

54  



中医協 診－ 2  

21．11．2 5  

調剤報酬について   

第1 調剤医療費卿割こついて  

1調剤医療費は、医薬分業の進展（平成20年社会医療診療行為別調査  

における院外処方率59．3％）に伴い増加し、平成20年度で5．4兆円である。   

また、処方せん1枚当たりの調剤医療費（以下、電算処理分に限る。）の  

内訳では、薬剤料が73．6％を占め、技術料の割合は26．2％となっている。（参  

考資料Pl，2）  

2 処方せん1枚当たりの薬剤料は、前年度と比較して伸びており、内服薬   

でみると、その伸びは 3．0％となっている。また、内服薬における処方せん1   

枚当たり薬剤料の伸びは、投薬日数の伸びの影響が大きい。（参考資料   

P2，3）  

3 漢方薬の湯薬（※）の調剤料は、投薬日数にかかわらず1調剤につき点   

数が設定されているが、長期投薬が増えており、調剤に要する手間に見   

合わなくなってきているとの指摘がある。（参考資料P12）  

※ 2種類以上の生薬を適当な大きさに刻み、煎じる量ごとに分包したもの  

4 平成20年度改定において、入院患者に対する薬剤管理指導料について、   

特に安全管理が必要な医薬品（ハイリスク薬）が使用されている患者に対   

する薬学的管理指導を重点的に評価することとしたが、薬局での調剤時   

においても、ハイリスク薬に服薬指導等の重点を置くことが重要と考えら   

れる。（参考資料P13－15）  

5 現在、調剤基本料については、40 点を基本としつつ、経営効率が高いと   

考えられる薬局（処方せん受付回数4，000回超／月、かつ、特定保険医療   

機関からめ集中率70％超）については18点とされている。  

しかし、夜間・休日等の対応や訪問薬剤管理指導を行い、地域医療に   

貢献している薬局であっても、近隣に比較的規模の大きい病院が1つしか   

ないために、結果として18点となる場合があるとの指摘がある。  

第2 現状と課題  

1後発医薬品調剤体制加算については、80％以上の薬局が、現行の要件   

である、処方せんベースの後発医薬品の調剤率 30％以上を満たしている   

一方で、薬局全体での数量ベースの調剤率は18％程度にとどまってい   

る。  

また、検証部会の調査結果によれば、後発医薬品の説明・調剤に積極   

的でない多くの薬局において、在庫管理の負担が大きいことや説明する   

時間的余裕がないことを理由に挙げている。（参考資料P4－8）  

2 内服薬の調剤料は、22日分以上の場合1割につき77点で一律である   

が、一包化薬の調剤料は、その手間を考慮して7日ごとに89点を算定で   

きるようになっている。  

一包化薬の算定要件を満たさない場合には、内服薬の調剤料を算定   

することになるが、長期投薬が増えている現状において、1種類の薬剤の   

追加で一色化薬の算定要件を満たすこととなった場合など、内服薬と一   

包化薬の間で調剤料の格差が大きくなることについて、分かりにくいとの   

指摘がある。（参考資料P9－11）  

第3 現行の調剤報酬上の評価の概要  

1平成20年度改定において、後発医薬品の調剤に要するコストの負担に   

かんがみ、調剤基本料の加算として後発医薬品調剤体制加算（後発医   

薬品の処方せんベースの調剤率が30％以上の場合の加算）を創設した。  

剤休制加算‘処方せんの受付1回につき’鐘  

④  
平成19年   平成20年   

後発医薬品調剤体制加算  34，941  

（参考）保険薬局数 平成20年4月：50，933  

算定回数（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

後発医薬品調剤体制加算  38，470，240   



2 薬剤の－包化については、多種類の薬剤が投与されている患者の飲み   

忘れや飲み間違いを防止することを評価しており、平成20年度改定にお   

いて、一包化薬の調剤料を算定できる対象を拡大した。  

4 湯薬は、2種類以上の生薬を適当な大きさに刻み、煎じる量ごとに分包   

したものであり、1調剤ごとに評価を行っている。  

／′■、＼   

改定前   平成20年度改定後 しり   

【調剤料】   【調剤料】   

一包化薬  97点  一包化薬  旦旦息   

2剤以上の内服薬を服用時点ごとに  2剤以上の内服薬又は1剤で3種類   
ー包化薬として調剤した場合は、投与  以上の内服薬を服用時点ごとに一包   
日数が7又はその端数を増すごとに所  化薬として調剤した場合は、投与日数   

定点数を算定する。   が7又はその端数を増すごとに所定点  

数を算定する。  5 患者に対する必要な服薬指導を充実させるとともに、服薬指導に係る調   

剤報酬体系の簡素化を図るため、平成20年度改定において、薬剤服用   

歴管理料と服薬指導加算を統合し、薬剤服用歴管理指導料として評価   

を見直した。  

※1剤とは、薬剤の種類数にかかわらず、服用時点が同一の内服薬をいう。  

算定回数（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

6，200，780  8，707，480  
平成20年度改定後  

【薬剤服用歴管理料】  

（処方せんの受付1回につき）22点   
【薬剤服用歴管理指導料】  

（処方せんの受付1回につき）旦≦墟＿   

・ 患者（後期吉齢者を除く。）につい   

て、次に掲げる指導等のすべてを行   
った場合に算定   

（∋ 患者ごとに作成された薬剤服用歴   

に基づき、投薬に係る薬剤の名称、   
用法、用量、効能、効果、副作用及   
び相互作用に関する主な情報を文   
書等により患者に提供し、薬剤の服   
用に関し、基本的な説明を行うこと  

3 内服薬の調剤料については、投与日数により規定されており、14日分以   

下の場合は出来高制、15 日分以上の場合は2段階の定額制の点数とな   

っている。  

【調剤料】  

内服薬（浸煎薬、湯薬及び一色化薬を除く（1剤につき））  

イ14日分以下の場合  

（1）7日目以下の部分（1日分につき）  5点  

（2）8日目以上の部分（1日分につき）  4点  

口15日分以上21日分以下の場合  68点  

ハ 22日分以上の場合  77点  

算定回数（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

患者ごとに作成された薬剤服用歴  

に基づき、投薬に係る薬剤の名称、  

用法、用量、効能、効果、副作用及  

び相互作用に関する主な情報を文書  

等により患者に提供し、薬剤の服用  

に閲し、基本的な説明及び指導を行  

った場合に算定   

服薬指導加算  22点   

処方された薬剤について、直接患  

者又はその家族等から服薬状況等の  

情報を収集して薬剤服用歴に記録  

し、これに基づき薬剤の服用等に閲し  

必要な指導を行った場合に加算  

平成19年  平成20年  
（a 処方された薬剤について、直接患   

者又はその家族等から服薬状況等   
の情報を収集して薬剤服用歴に記   
録し、これに基づき薬剤の服用等に   
閲し必要な指導を行うこと   

14日分以下（7日目以下の部分）  265，396，780  247，539，540  

14日分以下（8日目以上の部分）  144，482，560  132，158，060  

15日分以上21日分以下  3，021，380  3，065，220  

22日分以上  24，321，120  



算定回数（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年   平成20年  

薬剤服用歴管理料   51，898，240  

服薬指導加算   18，961，720  

薬剤服用歴管理指導料  36，513，900   

併せて、長期投薬の増加を踏まえ、現行22日分以上の調剤料が一律   

となっている内服薬調剤料の在り方について、どのように考えるか。  

3 投薬日数の伸びと調剤に要する手間の観点から、湯薬の調剤料の在り   

方について、どのように考えるか。  

4 ハイリスク薬が処方された患者に対して、調剤時に関連副作用の自覚症   

状の有無を確認するとともに、服薬中の注意事項等について詳細に説明   

することについて、調剤報酬上の評価をどのように考えるか。  

5 調剤基本料の特例（18 点）について、時間外加算等や在宅患者訪問薬   

剤管理指導料の算定に係る処方せんの受付回数上の取扱いをどのよう   

に考えるか。  

6 調剤基本料については、平成20年度改定において、後発医薬品調剤体   

制加算の創設に伴い、その評価が見直された。  

改定前  （ 平成20年度改定後 し改   

【調剤基本料】   【調剤基本料】   

（処方せんの受付1回につき） 42点  （処方せんの受付1回につき） 40点   

処方せんの受付回数が1月に4－0  処方せんの受付回数が1月に4．0   

00回を超える保険薬局（特定の保険  00回を超える保険薬局（特定の保険   

医療機関に係る処方せんによる調剤  医療機関に係る処方せんによる調剤   

の割合が70％を超えるものに限る。）  の割合が70％を超えるものに限る。）   

においては、所定点数にかかわらず  においては、所定点数にかかわらず処   

処方せん受付1回につき19点を算定  方せん受付1回につき⊥邑急を算定す   

する。   る。   

算定回数（社会医療診療行為別調査 各年6月帝査分）  

平成20年  平成19年   

銅斉」基本料  49，671，040  49，788，000   

調剤基本料（特例）  3，393，800  2，035，400  

第4 論点  

1後発医薬品調剤体制加算について、その算定状況と数量ベースでの後   

発医薬品調剤率に関する薬局の分布状況、さらには、後発医薬品の説   

明■調剤に積極的でない薬局におけるその原因を踏まえ、算定要件を含   

めた加算の在り方について、どのように考えるか。  

2 長期投薬時における一包化薬調剤料と内服薬調剤料の差を縮めるため、   

一包化薬調剤料を見直し、内服薬調剤料の加算として位置付けるなど、   

患者に分かりやすい点数体系とすることについて、どのように考えるか。  

5  ・こ・   



処方せん1枚当たり調剤医療費（以下、電算処理分に限る。）の内訳をみると、技術料  
の割合が26．2％、薬剤料の割合が73．6％となっている。  

対前年度比は、技術料が3．1％、薬剤料が3．3％となっており、処方せん1枚当たり調  

剤医療費全体では3．3％となっている。  

実数  対前年度比（％）  

17年度  18年度  19年度  20年度  18年度  19年度  20年度   

調剤医療費（円）  6，977  6，923  7，322  7，561  ▲0．8  5．8  3．3  

技術料（円）  1，897  1，901  

構成知合（％）   27．5   

薬剤料（円）  5，069  5，011  5，387  5，565  ▲1．2  7．5  3．3  

構成割合（％）   72．7  72．4  73．6  73．6  

内服薬薬剤料（円）  

（再掲）   

特定保険医療材料料（円）  10   12  12  7．5  8．2  3，7  

割合  0．1  0．2  0．2  0．2  

調剤報酬について   

（参考資料）  

出典：最近の調剤医療費（電算処理分）の動向の概要（平成20年度版）より抜粋  

処方せん1枚当たり薬剤料の3要素分解  調剤医療費の全数と電算処理分の比較  

内服薬の処方せん1枚当たり薬剤料4′706円を、処方せん1枚当たり薬剤種類数、投  
薬日数、1種類1日当たり薬剤料に分解すると、各々2．85、18．8日、88円となっている。  
また、内服薬の処方せん1枚当たり薬剤料の伸び率3．0％を、処方せん1枚当たり薬剤  

種類数の伸び率、投薬日数の伸び率、1種輯1日当たり薬剤料の伸び率に分解すると、  
各々0．8％、5．3％、▲3．0％となっている。処方せん1枚当たり薬剤料の伸びは、投薬日  

数の伸びの影響が大きい。  

平成20年度の電算処理割合は、医療費ペース、処方せん枚数ベースとも9割を超え  
ている。処方せん1枚当たり調剤医療費について、調剤レセプト全体と電算処理分を比  
較すると、その差は0．1％と小さい。  

実数  対前年度比（％）  

17年座  18年度  19年度  20年度  18年度  19年度  20年度   

全  45，927  47，468  51，673  54，402  3．4  8．9  5．3  

数   

1枚当たり調剤医療費（円）   6，921  6，884  7，305  7，555  ▲0．5  6．1  3．4   

電  調剤医療費（億円）  25，658  33，305  41，803  49，630  29．8  25．5  18．7   

算  電算化率（％）  55．9  70．2  80．9  91．2  

処                     処方せん枚数（万枚）   36，777  48106  57，089  65，638  30．8  18．7  15．0   

理  電算化率（％）  55．4  69．8  80．7  91．2  

分                     1枚当たり調剤医療費（円）   6，977  6，923  7，322  7，561  ▲0．8  5．8  3．3  

電算処理分／  

全数   

実数  対前年度比（％）  

17年産  lる年度  19年度  20年度  18年度  19年度  20年度   

内服薬処方せん1  7．7   3．0  

枚当たり薬剤料（円）  

処方せん1枚当  1．0   1．1   0．8  

たり薬剤種類数   

投薬日数（日）   16二7  17．3  17．9  18．8   3．2   3．5   5．3  

1種類1日当たり  93   88   90   88  ▲5．3   2．9  ▲3．0   

薬剤料（円）  

出典：最近の調剤医療費（電算処理分）の動向の概要（平成20年度版）より抜粋   出典：最近の調剤医療費（電算処理分）の動向の概要（平成20年度版）より抜粋  



後発医薬品の説明・調剤に関する考え方  後発医薬品の使用状況割合別保険薬局数の分布  

図表26 後発医薬品の説明・調剤に関する考え方  
∂ヽ  ミ0ヽ  ▲○ヽ  lOヽ  10ヽ  lNヽ   

後発医薬品割合（数量ベース）  ■後発医薬品調剤率（処方せんベース）  

全体  
（∩＝566〉  
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図表27 あま  り積極的に取り組んでいない理  由（n＝188）  
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捜貴重薬品の品責に疑【如tあるたれ  

後大臣鞍点の効果に蛭間があるため  

後先匿豪晶の刑作用に不安があるため  

繍免蚤義品の安定供柁体■が不離であるため  

鎗発色稟晶の憎鶴提供が不i■であるた虻  

散発医薬品に開ナる亀有への普及警彙が不足なため  

近≠の鑑■膿肘が換貴匿♯晶の任用に清幡的なため  

後発蚤＃＆のu明に晴間がかかるため  

壌免瞳i品のu月に上る豪剤糾濃に不安があるため  

後発畳蕪晶の傷t曙に伴う不慮在■の鉱夫など、  

在庫t壇の1岨が大きいたわ  

排Il重での事のセリ場えの前に後免琶蓼品を  

抜明すも業兼手■となっていないため   

0％－一 ；？もー一 1【），もー一 1S9もー一 2α†もー ヱSIも・－］0％－ ユS，セーー1DIもー 45％・一 郎ウも・－ SS9もー 60サも・〉 6SIt一一 70◆l－ 7S，も～ 80％－・85†もー 90％－ 9S†も一ノ  

後発医薬品の使用状況割合   

注1）審査支払機関による平成21年6月審査分（再審査分等調整前）の調剤報酬明細書のうち、レセプト電算  
処理システムにより処理された明細書（いわゆる「電子レセプト」）全数を集計対象としたものである。  

注2）「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。  
注3）「後発医薬品調剤率」とは、全処方せん受付回数に対する後発医薬品を調剤した処方せん受付回数の  

割合をいう。  

出所：厚生労働省保険局調査課調べ  

その他Fご  

＝ヒ、．、  
桓垂唾垂≠ヰリ垂垂垂範甲声亘」  

出典：検証部会後発医薬品の使用状況調査（平成21年度）結果概要（速報）より抜粋  6  

後発医薬品への変更が可能な処方せんを持参した患者に  

後発医薬品についての説明をしなかった理由  
後発医薬品の使用状況割合別保険薬局数の分布  

後発医薬品割合（数丑ベース）  後発医薬品調剤率（処方せんベース）  

相対度数（％）  累積相対度数（％） J合の高い方からの 

相対度勤（％）   累横相対度数（％） （割合の高い方からの累輔）  累積）   

g5％以上   0．0   0．0   0．1   0．1  
90％以上95％未満  0，D  0．3  
85％以上90％未満  0．D  0．8  
80％以上85％未満  0．0  2．0  

後                                              75％以上80％未満  0．0  3．8   
発  70％以上75％未満  0．†  6．2   
医  65％以上70％未満  0．2  g．7   
薬  80％以上65％未満  0．4  14．0   
晶  55％以上60％未満  0．7  19．6   
の  50％以上55％未満  1．2  27，0   
使  45％以上50％未満  2．2  36．9   
用  40％以上45％未満  3．7  50．3   
状  35％以上40％未満   2．4  1  6．0  66．7   

況   30％以上35％未満  401      101   1531       820  
割                       25％以上30％未満   7・3】  T7・4  8・11  gO・1   

20％以上Z5％未満   13．3】  30．6  5．11  95．2  
15％以上20％未満   25．5】  56．1  2．61  97．8  
10％以上15％未満   30．71  86，8  1．31  99．1  
5％以上10％未満   †1，51  g8．3  0．6」  99．7  
0％以上5％未満   1．71  100．0  0．31  1DO．0   
平均値  18＿2  42．6   
中央但  16．0  40．1   

国表32 後発医薬品への変更が可能な処方せんを持  

参した患者に対し、後発医薬品についての説明  

をし寧かった最大の理由として「待っている患者  

が多く、説明する時間的余裕がなかったから」を  
選んだ薬局と選ばなかった薬局  

（薬剤師（常勤換算）1人当たりの受付処方せん  
枚数（1か月間合計）別）  

l’ヽ       Ieヽ       ■○ヽ        ●l）ヽ       ■¢ヽ      IWヽ  

図表30 後発医薬品への変更が可能な処方せんを  

持参した患者に後発医薬品についての説明を  
しなかった理由（∩＝566）  

塵薯が患いでおり」阻蠣不事  
と書われたから  

患者が後発邑隻晶について十分  
壇解していたから   

川創生での薬の取り■えの前に礁舞医薬品について  
拉明ナる壬凛手械になっていないから  

システム上、れ削別のt礪がすqこl†薫で曹ないので、   

患者の東関にその欄で書えることができないから  
後発匿稟品の傭雷鳥日数が  
少ないさ、ら  

牲明しなければなら々いという迂扱が  
不足していたかち  

全体（∩；5ヱ8）  

－3DO枕禾濃（∧三9，）  

JOO～500観象萬（∩＝lユD）  

500・・7t川線素満（n＝川○〉  

Tl）0－900抜黒澤（∩＝†！）  

Iロ0捜以上（∩＝5丁）  

訂
 
 

その他F  
・・l！．：、  

匝転巨頭獅唾再訂前石詣の服用哩姐  
匝堕華雲鳥の画  

注1）審査支払機関による平成21年6月審査分（再審査分等調整前）の調剤報酬明細書のうち、レセプト電算  
処理システムにより処理された明細書（いわゆる「電子レセプト」）全数を集計対象としたものである。  

注2）「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。  

注3）「後発医薬品調剤率」とは、全処方せん受付画数に対する後発医薬品を調剤した処方せん受付回数の  
割合をいう。  

出所：厚生労働省保険局調査課調べ  
出典：検証部会後発医薬品の使用状況調査（平成21年度）結果概要（速報）より抜粋   
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図表51後発医薬品への変更が可能な処方せんを受け付けたが、変更し  
なかった鳩舎について、今後、薬局の立場として後発医薬品への変  
更を進めるための要件（∩；S66）  
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声『声〒干‾Tl  
医師や凛刑師に対する後発医薬品の品∫保戯  
が十分であることの周知徹底  

後発匿♯晶メーカーによる情報擾供や  
安定供給体制の確保  

後発匿巣品に対する慮書の理＃  

荊形・規格の遭いに闘わらすに銘柄変更許剥  
ができる環墳の董傷  

緩発医薬品に関する説明の手間や後発医薬品の  
講刺による薬剤料の減などを考量した調剤報酬上の  

一冊の辞儀   

調剤圭での巣の取り★えの前に丘著に鐘発医薬品に  
ついて説明する書、薬局における鯛荊手順の見直し  

特に対応は必暮ない  

その他  

＊回筈  

u
 
 
 

相
対
度
数
（
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投与日数（日）   

注1）審査支払機関による平成21年6月審査分（再審査分等調整前）の調剤報酬明細書のうち、レセ  
プト電算処理システムにより処理された明細書（いわゆる「電子レセプト」）を抽出率100分の1  

で無作為抽出したものを集計対象としたものである。  
出所：厚生労働省保険局調査課調べ  

直垂垂車重垂車重唾亘垂車重頭重車重垂］   

出典＝検証部会後発医薬品の使用状況調査（平成21年度）結果概要（速報）より抜粋  8  
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ハイリスク薬の薬学的管理指導で特に注意すべき事項の例（ガイドラインより抜粋）  

抗悪性腫瘍剤  
・化学療法に対する不安への対応  
・患者に最適な痔痛緩和のための情報収集、処方提案と患者への吉見明  
・外来化学療法実施の際に受けた指導内容や提供された情報の確認   

不整脈用剤  
・体調変化（ふらつき、動機、低血糖等の副作用症状）の有無の確認  
・最近の発作状況を聞き取り、薬剤の効果が得られているかの確認  
・qT延長を起こしやすい薬剤等、併用薬による症状の変化のモニタノング   

血液凝固阻止剤  
・服用患者のアドヒアランスの確認  
・服薬管理の徹底（検査・手術前・抜歯時の服薬休止、検査・手術後抜歯後の服薬再開の確認）  

・併用薬や食事（納豆等）、一般用医薬品や健康食晶との相互作用の指導  
・服用中は、出血傾向となるので、過丑投与の兆候（あざ、歯茎からの出血等）の確認とその対策  

1～7  8～14 15～2† 22～28  29■－35  36～60  61～90 91～120 121－  
投与日数  

調査客体：（社）日本東洋医学会を通じて協力を得られた保険薬局  

調査対象：平成21年10月（1カ月間）に受け付けた処方せんのうち、生薬調剤（湯薬〉を実施したもの  

調査結果  
・回答薬局103施設（有効102施設）  
・処方せん枚数158ノ187枚（1施設あたり1，551枚）   

うち、生薬調剤に係る処方せん10．506枚（1施設あたり103枚）  

出典：（社）日本薬剤師会調べ  

薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指導に  

関する業務ガイドライン（平成21年11月）  

出典：平成21年11月「薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指動こ関する実務ガイドライン」（第1版）  
（社団法人日本薬剤師会）より抜粋  

ハイリスク薬を対象とした薬学的管理指導の標準的な方法  

（1）患者情報、臨床所見及び使用薬剤に関する十分な情報と知識に基づいて、患者の   
薬学的管理を行う。  

（2）以下の情報等を患者に説明する際には、患者の理解を深めるために、必要に応じ   

て薬剤情報提供文書等を編集し活用する。また、最も重要な情報は反復させて患者   
の理解度を確認する。  

①薬剤の効果：どういう効果があるか、いつごろ効果が期待できるか  

②副作用二どのような副作用が起こりうるか、いつ頃から、どのように自覚されるか  

③服薬手順：どのように、いつ、いつまで服用するか、食事との関係、最大用量、服用   
を継続する意義  

④注意事項：保管方法、残薬の取り扱い、自己判断による服薬や管理の危険性  

⑤再診の予定：いつ再診するか、予定より早く受診するのはどのような暗か  

（3）指導内容等を正確に記録する。特に検査値やバイタルサインの情報を得られたとき   
は、副作用発現の可能性の有無について、薬学的な視点から検討を行う。  

（4）問題点を明確にし、記録を基に薬学的見地に立った見解および情報を、主治医等   
に必要に応じて適切に提供する。  

（5）応需処方せんの医療機関以外の処方薬や一般用医薬品、退院時の服薬に関する   

注意事項などの情手引こ気を配り、応需処方せんに限定されない包括的な薬学的管   
理に努める。  

＜趣旨＞   

今日、医療技術の高度化に伴い医療現場は専門分イヒされ、薬局・薬剤師にも広塵凰  
にわたる専門性に応じた薬学的関与が求められている。薬剤師業務においても医療薬  
学の分野が重視されるようになり、従来の薬剤供給や調製を中心とした医薬品の管理  
者という役割に加えて、医薬品の適正使用や効果的な薬物治療の実現、さらには患者  
のQOLの向上を図る役割が求められている。  

また、新しい作用機序を持つ医薬品をはじめ、安全かつ適正使用を確保するため、特  
に専門家の関与が必要な医薬品が登場している。そのため薬剤師には、医薬品に関  
わる医療事故防止の観点から、患者の安全対策、特に副作用及び医薬品に関わる被  
害の防止に向けて、より具体的かつ積極的な取り組みが求められている。さらに、安全  

管理が必要な医薬品（以下、「ハイリスク薬」）を使用する患者に対しては、個々の生活  
環境や療養状況に応じた適切な服薬管理や服薬支援を行うことが必要となる。   

しかしながら、その一方で、外来患者に処方されるハイリスク薬の薬学的管理指導に  
ついては、その方法が確立されていないことや、医療関係者や患者等にその必要性が  
十分理解されていないという問題がある。   

そのような背景を踏まえ、今般、薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指導に関す  
る業務のガイドラインを策定した。  

出典：平成21年11月「薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指導に関する業務ガイドライン」（第1版）  

（社団法人日本薬剤師会）より抜粋  
出典：平成21年11月「薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指導に関する業務ガイドライン」（第1版）  

（社団法人日本薬剤師会〉より抜粋  
15   13  




